
岡山県民主医療機関連合会における医学生に対する 

 奨学金貸付規則 
 

（目的） 
第１条  本規則は、本会加盟事業所の事業上必要な医師を養成する目的で、それに必要な奨学資金

の貸付を規定するものである。 
（適応範囲） 
第２条  本規則による奨学金の貸付対象者は、医師養成を目的とする教育機関で教育を受け、医師

の国家資格を習得する者とする。 
（申請の手続き） 
第３条 奨学金の貸付を受けようとする者は、本会理事会に申請し、承認を得なければならない。 
（貸付限度額・期間） 
第４条  本規則による奨学貸付金は、養成期間中、原則として無利子とし、貸付限度額は次の通り

とする。 
１年～２年生         月額  ６０，０００円 
３年～４年生         月額  ８０，０００円 
５年～６年生         月額 １００，０００円 

   ２．ただし、理事会において特別に許されたものには、月額 15 万円の特別奨学金を貸与す

る。 
３．貸付期間は、貸付開始時から卒業までの期間とする。但し休学、留年の期間は含まない。    

（貸付の停止） 
第５条 本規則による奨学生が、休学・留年した場合は、貸付を停止し、直ちに一括返済を求める

ことができる。 
   ２．本会理事会が、本規則による奨学生について、奨学金を貸与する対象でないと判断した場

合は、貸付を停止し、直ちに一括返済しなければならない。但し、その場合は、本会から奨

学生に対して２ヶ月前に通知することとする。 
（貸付金の返済） 

第６条 本規則による奨学金の貸付を受けた者で、次の事項が生じた場合は、貸付金総額を直ちに一

括返済しなければならない。   
（１）修学の期間が終了し、本会加盟事業所の職員とならない場合。また、そのことが明確

になった場合。 
（２）修学を途中で断念した場合。 
（３）本人からの申し出により、奨学生を辞退した場合。 
（４）第７条による定められた期間業務に従事できず途中退職した場合。 

但し、この場合は、義務年限より就業期間を差し引いた残期間に該当する金額を返済す

るものとする。 
（貸与金返済債務の免除） 
第７条 本規則による奨学金の貸与をうけた者が本会加盟事業所の職員となり、奨学金の貸与期間

と同期間業務に従事した場合、奨学金の返済債務を免除するものとする。 

 ２．特別奨学金の貸与を受けた期間は、上記規程の 1.5 倍の就業期間を要する。 

３．第１項及び 2 項の規定する就業期間中、業務上の理由により死亡し、または業務に起因す

る心身の故障のため就業を継続できなかったときは、返済債務を免除する。 

（奨学金の立替返済） 



第８条 本会以外の奨学金を受け、卒業または資格取得後、本会加盟事業所の職員となった場合、

就業の義務を負わされているものについて、本規則の貸付限度額内において立替返済をする

ことができる。 
（奨学生の義務） 
第９条 奨学生は、本会加盟事業所の事業および本規則の目的に従って医学・医療の勉強に励み、

学業を終え資格を取得することに努力し、その目的を達成しなければならない。 
２，住所の移転など本人に一定の生活の変化が起きた場合、本会事務局に速やかに連絡しなけ

ればならない。 
３，奨学生が本項の趣旨に反し、義務を履行しない場合、貸付の停止および一括返済等の処置

をとることができる。 
（保証人） 
第 10 条 本規則の適用を受けた者は、本会財務奨学金委員会の認める保証人の２名連署による借

用証書を提出しなければならない。保証人は、貸与金の返済について責任を負わなければな

らない。 
（修学援助貸付金の貸付） 

第 11 条 本規則による奨学生に、別途勉学上の資金が必要になった場合には、別に定める修学援助

貸付金規程により、限度額を設け貸し付けることができる。 

（手続き） 
第 12 条 本規則の執行にあたっての具体的な手続きについては、別に定めることができる。 
（疑義）  
第 13 条 本規則に定めのない事項については、財務奨学金委員会で審査し、本会理事会の承認を

得て決定する。 
（改廃） 
第 14 条 本規則は、本会理事会にて改廃する。 
 
改定履歴 
  昭和４９年 ４月 １日制定  
  昭和５７年１０月１３日改定 
  昭和６１年 ６月２８日改定 
  昭和６３年 ４月 １日改定 
  １９９６年 ４月 １日改定 
  ２０００年 ４月 １日改定 
  ２０００年１０月 ７日改定 
  ２００２年 ４月 １日改定 
  ２００７年１１月１０日改定 
  ２００８年１１月 ８日改定 
  ２００９年 ３月１４日改定 
  ２０１４年 ４月 １日改定 
  ２０１５年 ２月 １日改定 
  ２０１５年 ４月 １日改定 
  ２０１７年 ３月 １日改定 


